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会社法基礎
第 27 回 組織再編１
【目的】
合併、会社分割に関する手続き規制等について理解することを目的とする。なお、手続
の内容の一部については、第 28回で引き続き行う。
【準備作業】
参照文献や、会社法の教科書等を読み、以下の予習事項を調べておくこと。その際に、
下記にあげる参照判例・参集文献は各自が必要に応じて参照しておくこと。また、下記の
設問に関して各自が調べてまとめてくること。
【予習事項】
１．合併とは何か。新設合併と吸収合併とはどちらが多く利用されるのか。その理由はど
こにあるか。
２．吸収合併をする場合、吸収合併後存続する会社が株式会社であるときに、吸収合併契
約ではどのような事項を定めなければならないか。
３．会社法は、合併の対価として存続会社の株式のほか、新株予約権、社債、新株予約権
付社債、金銭その他の財産を交付することを定めることができるものとしている（会社法
749条1項2号ロハニホ3号・751条1項3号）。対価の柔軟化を認めた理由は何か。
４．三角合併も可能となっているが、三角合併とは何か。
５．合併比率はどのように算出されるのか。存続会社が消滅会社の株主に株式等を交付す
ることに伴い、資本金と準備金の額に関する事項を定めなければならない。どのように定
めるのか。いわゆるバーチェス方式による会計処理とは何か。持分プーリング方式による
会計処理とは何か。
６．合併の効力発生日が合併契約で定める事項（会社法749条1項6号）となっているのは
何故か。
７．吸収合併の消滅会社の承認の要件は何か。吸収合併の存続会社の承認の要件は何か。
８．株主総会の特殊決議が必要になるのはどういう場合か。また、種類株主総会の特別決
議を要するのはどういう場合か。
９．合併に反対する株主にはどのような権利が認められているのか。その場合の要件は何
か。
１０．会社法７９５条２項が取締役に説明義務を課しているのは何故か。合併差損を生ず
る合併も認められることになるか。
１１．会社分割とは何か。分割の対象となる事業とは何か。
１２．承継会社が株式会社であるときに、吸収分割契約においてどのような事項を定めな
ければならないか。
１３．株式会社の新設分割の分割計画では、どのような事項を定めなければならない
か。
１４．吸収分割の分割会社・承認会社の承認の要件は何か。株主総会決議が不要とな
るのはどういう場合か。
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【事前配布資料】
なし。
[参考判例]
・東京高判平成２・１・３１資料版商事法務７７号１９３頁
・名古屋地判平成１６・１０・２９判時１８８１号１２２頁
・最判平成５・１０・５資料版商事法務１１６号１９６頁
[参考文献]
指定教科書 286頁～ 324頁
・中東正文「合併、三角合併、株式交換・株式移転」川村正幸・布井千博編『新しい会社
法制の理論と実務』【別冊金融・商事判例】228頁～239頁（経済法令研究会、2006 年）
・浅妻敬・佐々木将平「事業譲渡、会社分割、スピンオフ」川村正幸・布井千博編『新し
い会社法制の理論と実務』【別冊金融・商事判例】240頁～251頁（経済法令研究会、2006
年）
・相澤哲・葉玉匡美・郡谷大輔編著『論点解説新・会社法千問の道標』（商事法務、2006
年）663頁～738頁
・江頭憲治郎，岩原紳作，神作裕之，藤田友敬編『別冊ジュリスト 180号 会社法判例百
選』（有斐閣、2006 年）
・早川勝・会社判例と実務・理論〔判例タイムズ臨時増刊９４８〕２０４～２０７頁１９
９７年１０月
・笹川敏彦・法と政治５６巻３＝４号５５頁 「合併比率の不公正と合併無効原因」
【問題】
１．以下の記述のうちで、正しいものはいくつあるか。
（１）持分会社と株式会社とが合併することは会社債権者保護の関係から認められない。
（２）合名会社が合同会社とが新設合併として株式会社を設立することは認められない。
（３）会社が合併するには必ず合併契約を締結し、原則として合併契約の効力が生じる前
に株主総会の特別決議による承認を得て置かなければならない。
（４）株式会社間での吸収合併において、消滅会社の株主は当然に存続会社の株式を合併
比率に応じて取得して株主となることになる。
（５）株式会社間での新設合併において、すべての新設合併消滅会社の株主に対して、必
ず、新設合併設立会社の株式を合併比率に応じて交付しなければならない。
２．以下の記述のうちで、正しいものはいくつあるか。
（１）吸収合併の効力は、合併契約に定められた効力発生日にその効力が生じる。
（２）新設合併の効力は、新設合併設立会社の成立の日に効力が生じる。
（３）吸収合併に伴う消滅会社の解散は、吸収合併の登記の後でないと、第三者に対抗す
ることはできない。
（４）合併により解散する株式会社は清算手続を行う必要はない。
（５）会社の合併により消滅会社の権利義務関係の一切は、存続会社又は新設会社に包括
的には承継されないので、個々の権利義務関係について移転手続を行うことを要する。
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３．以下の記述のうちで、正しいものはいくつあるか。
（１）持分会社と株式会社との吸収合併において、持分会社が存続会社となる場合、持分
会社は新株予約権を承継することはできない。
（２）株式会社間の吸収合併において、合併前から存続会社の取締役であった者が合併成
立後も取締役に就任する場合には、合併契約で別段の定めをしない限り、合併成立後に取
締役を退任することとなる。
（３）会社が合併をする場合には、当時会社の一方又はすべてが解散することとなる。
（４）合併当事者の一方が特別支配会社である場合、合併についての株主総会決議が不要
とされる会社の株主の一定数が異議を申し出た場合には、株主総会決議を不要とすること
は認められない。
（５）吸収合併に対して反対する株主の株式買取請求権が認められる株主は、合併につい
ての株主総会決議につき議決権を行使することができる者に限られる。
４．以下の記述のうちで、正しいものはいくつあるか。
（１）吸収分割をする場合には、吸収分割契約を締結しなければならず、新設分割をする
場合には、新設分割計画を作成しなければならない。
（２）複数の会社が分割会社となり、１つの新設会社を設立する共同新設分割は認められ
ない。
（３）新設合併及び新設分割における新設会社の設立は発起人が行う。
（４）合名会社及び合資会社も分割をすることが認められている。
（５）会社分割においては、分割の対象となる事業に関して有する全部又は一部の権利義
務の一切が承継されることとなるので、現物出資の場合とは異なり、検査役の調査は不要
となる。
５．以下の記述のうちで、正しいものはいくつあるか。
（１）合同会社を分割会社として、株式会社を承継会社とする吸収分割は認められている。
（２）持分会社は吸収分割承継会社となることができ、新設分割設立会社にもなることが
できる。
（３）株式会社が吸収分割承継会社となる場合、承継会社が分割会社に対して金銭のみを
交付し、承継会社の株式を交付しないことは認められない。
（４）新設分割は、新設分割設立会社の成立の日から効力を生じ、吸収分割は、吸収分割
契約で定められた効力発生日に効力を生じる。
（５）株式会社が会社分割をする場合、分割会社は当然には解散しない。
６．以下の記述のうちで、正しいものはいくつあるか。
（１）簡易合併や略式合併によって株主総会決議が省略される場合には、合併に反対する
株主は株式買取請求権は認められない。
（２）株式会社間の吸収合併において、消滅会社の債権者は消滅会社に対し当該吸収合併
について異議を述べることができ、同様に、存続会社の債権者は存続会社に対して異議を
述べることができる。
（３）合併に際して、当事会社は会社債権者に対して異議申立の催告を必ず行わなければ
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ならない。
（４）株式会社間で合併を行う場合、債権者が一定の期間に異議を述べなかったときは、
当該債権者は、当該吸収合併等について承認したものとみなされる。
（５）株式会社間での合併においては当事会社における株主総会の特別決議が要求される
が、当該株主総会において議決権を行使することができる株主は、予め会社に対して正面
をもって当該合併に反対する意思を通知し、かつ総会において反対しなければ株式買取請
求権は認められない。
７．債務超過の状態にある株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併は認められるのか。
同様に、新設分割の場合も認められるのか。
８．三角合併とは何か。交付金合併とは何か。どのような理由から、施行が 1年延期され
ることとなったか。
